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2012 年 6 月 16 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： 日本の長期不況とマクロ経済政策―吉川洋・小野善康両氏の見解を踏まえて 
報告者： 浅田統一郎氏（中央大学経済学部） 
討論者： 片岡剛士氏（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング株式会社） 
黒木龍三氏（立教大学経済学部） 
野下保利氏（国士舘大学政経学部） 
司 会： 野口旭所員（本学経済学部） 
時 間： 15:00 〜 18:00 
























－ 30 － 
2012 年 6 月 23 日（土） 定例研究会報告 
テーマ： 合評会 末次俊之著 
    『リンドン･B･ジョンソン大統領と「偉大な社会」計画 
                ―“ニューディール社会福祉体制”の確立と限界―』 
（専修大学出版局、2012 年） 
報告者： 末次俊之（本学非常勤講師・研究所所外研究員） 
時 間： 14：00－17：00 
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2012 年 7 月 6 日（金）・7 日（土） 国際財政カンファレンス報告 
テーマ： 「地方財政の過去・現在・未来」 
主 催： 専修大学社会科学研究所 
日 時： ７月６日（金） 午前 10 時～午後５時 
     ７月７日（土） 午前 10 時～午後４時 
会 場： 向ヶ丘遊園駅前・専修大学サテライトキャンパス・スタジオＡ 
参加者数：７月６日（金） 44 名、 ７月７日（土） 32 名 
報告・討論の概略： 




















































































































































































－ 36 － 
とり、債務保証も含めて、「隠れ債務」を明るみにだそうとしている。 
 
（４）公的扶助 
日本の生活保護制度は、労働市場、社会保険（皆保険・皆年金）でカバーしきれないリ
スクに対する最後のセーフティネットであり、給付水準は地域差があるものの全国的制度
である。生活保護は、①最低生活の保障と②自立の助長（就労指導など）を目的としてい
る。①最低生活費は生活扶助、住宅扶助、教育扶助、医療扶助（医療費は無料）など８種
類の扶助から構成され、欧米では家賃補助制度など別建ての制度になっている低所得者保
護が生活保護という一つの制度に組み込まれているのが日本の特徴である。最近ではリー
マン・シュック後の厳しい雇用環境の下で高齢者、障害者、母子世帯以外の「その他の世
帯」で生活保護受給者が急増するとともに、生活保護から脱出できる世帯の比率（廃止率）
が低下し、「自立の助長」の政策強化が課題になっている。 
中国では、格差拡大、特に都市と農村の格差が深刻化する中で、農村むけの公的扶助、
医療保険制度などを中心に、社会保障制度の充実が図られている。ただし地域間の所得格
差があまりにも大きいため、全国で統一的な公的扶助制度を構築することは困難である。
上海市で生活困難を伴う水準に設定された貧困ラインがある地域では働かなくとも暮ら
せる水準になってしまう。貧困ラインは地方政府ごとに設定せざるをえないのである。 
 
上海財経大学で開催する国際財政カンファレンスのテーマ設定 
金子勝（慶應義塾大学）がカンフェレンスの報告・討論を踏まえて、「公平」をキーワー
ドとして、日本と中国の現状・問題点・改革方向を明らかにすることを課題とするという
問題提起を行った。①個人間の公平を論じる社会保障制度、②地域間の格差是正を論じる
地方財政調整制度、③負担の公平を論じる社会保険料・租税に分けるとともに、新保守主
義・新自由主義の政策を総括する。朱為群は上海財経大学を代表してこの問題提起に同意
した。 
記：専修大学経済学部・町田俊彦 
 
